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京都府後期高齢者医療広域連合規約（案） 

平成１９年２月１日           

平成１９年規約第１号 

（広域連合の名称） 

第１条 この広域連合は、京都府後期高齢者医療広域連合（以下「広域連合」

という。）という。 

（広域連合を組織する地方公共団体） 

第２条 広域連合は、京都府の区域内のすべての市町村（以下「関係市町村」

という。）をもって組織する。 

（広域連合の区域） 

第３条 広域連合の区域は、京都府の区域とする。 

（広域連合の処理する事務） 

第４条 広域連合は、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８

０号。以下「法」という。）第４８条に規定する後期高齢者医療の事務（保険

料の徴収の事務及び被保険者の便益の増進に寄与するものとして政令で定め

る事務を除く。）を処理する。 

（広域連合の作成する広域計画の項目） 

第５条 広域連合が作成する広域計画（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２８４条第３項に規定する広域計画をいう。以下同じ。）には、次に掲げる

事項について記載するものとする。 

 ⑴ 後期高齢者医療制度の運営に関連して広域連合及び関係市町村が行う事

務に関すること。 

 ⑵ 広域計画の期間及び改定に関すること。 

（広域連合の事務所） 

第６条 広域連合の事務所は、京都市の区域内に置く。 
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（広域連合の議会の組織） 

第７条 広域連合の議会の議員（以下「広域連合議員」という。）の定数は、３

０人とする。 

（広域連合議員の選挙の方法） 

第８条 広域連合議員は、関係市町村の議会において、当該関係市町村の議会

の議員のうちから選挙する。 

２ 前項の規定により選挙する広域連合議員の数は、次の各号に掲げる区分に

応じ、当該各号に定める数とする。 

 ⑴ 京都市 ４人 

 ⑵ 宇治市 ２人 

 ⑶ 前２号に掲げる市以外の市町村 １人 

３ 第１項の選挙については、地方自治法第１１８条第１項から第４項までの

例による。 

（広域連合議員の任期） 

第９条 広域連合議員の任期は、関係市町村の議会の議員としての任期による。 

２ 広域連合議員が関係市町村の議員でなくなったときは、その職を失う。 

３ 広域連合の議会の解散があったとき、又は広域連合議員に欠員が生じたと

きは、前条の規定により、速やかにこれを選挙しなければならない。 

（広域連合の議会の議長及び副議長） 

第１０条 広域連合の議会は、広域連合議員のうちから議長及び副議長１人を

選挙しなければならない。 

２ 議長及び副議長の任期は、広域連合議員の任期による。 

（広域連合長等） 

第１１条 広域連合に広域連合長及び副広域連合長６人以内を置く。 

２ 広域連合に会計管理者１人を置く。 
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３ 副広域連合長は、広域連合議員と兼ねることができない。 

（広域連合長等の選挙等の方法） 

第１２条 広域連合長は、関係市町村の長のうちから、関係市町村の長が選挙

する。 

２ 前項の選挙は、第１５条の選挙管理委員会が定める場所において行うもの

とする。 

３ 広域連合長が欠けたときは、前２項の規定により、速やかにこれを選挙し

なければならない。 

４ 副広域連合長は、広域連合長が広域連合の議会の同意を得てこれを選任す

る。 

５ 会計管理者は、広域連合長の補助機関である職員のうちから、広域連合長

が命じる。 

（広域連合長等の任期） 

第１３条 広域連合長及び副広域連合長の任期は、４年とする。ただし、関係

市町村の任期の定めのある職を兼ねる者にあっては、当該任期による。 

２ 広域連合長が関係市町村の長でなくなったとき、又は副広域連合長（関係

市町村の任期の定めのある職を兼ねる者に限る。）が当該職を失ったときは、

広域連合長又は副広域連合長の職を失う。 

（補助職員） 

第１４条 第１１条に定める者のほか、広域連合に必要な職員を置く。 

（選挙管理委員会） 

第１５条 広域連合に選挙管理委員会を置く。 

２ 選挙管理委員会は、４人の選挙管理委員をもってこれを組織する。 

３ 選挙管理委員は、関係市町村の選挙権を有する者で、人格が高潔で、政治

及び選挙に関し公正な識見を有するもののうちから、広域連合の議会におい
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てこれを選挙する。 

４ 選挙管理委員の任期は、４年とする。 

（監査委員） 

第１６条 広域連合に監査委員２人を置く。 

２ 監査委員は、広域連合長が、広域連合の議会の同意を得て、人格が高潔で、

地方公共団体の財務管理、事業の経営管理その他行政運営に関し優れた識見

を有する者（以下「識見を有する者」という。）及び広域連合議員のうちから、

それぞれ 1人を選任する。 

３ 監査委員の任期は、識見を有する者のうちから選任される者にあっては４

年とし、広域連合議員のうちから選任される者にあっては広域連合議員の任

期による。ただし、後任者が選任されるまでの間は、その職務を行うことを

妨げない。 

（広域連合の経費の支弁の方法） 

第１７条 広域連合の経費は、次に掲げる収入をもって充てる。 

⑴ 国、京都府及び関係市町村の支出金 

⑵ 事業による収入 

⑶ その他 

２ 前項第１号に規定する関係市町村の支出金の額は、各関係市町村につき別

表に定めるとおりとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規約は、広域連合の設立についての京都府知事の許可があった日から

施行する。ただし、第１１条第２項及び第１２条第５項の規定は、平成１９

年４月１日から施行する。 

（経過措置） 
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２ この規約の施行の日（以下「施行日」という。）から平成２０年３月３１日

までの間における第４条の規定の適用については、同条中「高齢者の医療の

確保に関する法律」とあるのは「健康保険法等の一部を改正する法律（平成

１８年法律第８３号）第７条の規定による改正後の高齢者の医療の確保に関

する法律」と、「除く。）」を「除く。）の準備行為」とする。 

３ 広域連合設立後初めて行う広域連合長の選挙は、第１２条第２項の規定に

かかわらず、第６条に規定する広域連合の事務所において行うものとする。 

４ 施行日から平成１９年３月３１日までの間における第１４条の規定の適用

については、同条中「職員」とあるのは、「吏員その他の職員」とする。 

附 則（平成１９年規約第２号） 

この規約は、平成１９年４月１日から施行する。 
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別表（第１７条関係） 

区      分 関 係 市 町 村 が 支 出 す る 額 

共通経費（医療給付に要

する経費以外の経費を

いう。以下同じ。） 

共通経費の総額の１００分の５に相当する額を関

係市町村の数で除して得た額 

共通経費の総額の１００分の４７．５に相当する

額に当該関係市町村の後期高齢者人口を京都府に

おける後期高齢者人口で除して得た数を乗じて得

た額 

共通経費の総額の１００分の４７．５に相当する

額に当該関係市町村の人口を京都府における人口

で除して得た数を乗じて得た額 

医療給付に要する経費 

法第９８条の規定により当該関係市町村が一般会

計において負担する額 

法第９９条第１項及び第２項の規定により当該関

係市町村が特別会計に繰り入れた額 

当該関係市町村が徴収した法第１０５条に規定す

る保険料及び徴収金に相当する額 

備考１ 共通経費の総額は、広域連合の予算で定める。 

   ２ 「後期高齢者人口」とは、関係市町村の支出金の収入を計上しよう

とする予算の属する年度の前年度（以下「前年度」という。）の９月３

０日現在の住民基本台帳及び外国人登録原票に基づき算定した７５歳

以上の人口をいう。 

   ３ 「人口」とは、前年度の９月３０日現在の住民基本台帳及び外国人

登録原票に基づき算定した人口をいう。 
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京都府後期高齢者医療広域連合広域計画 

第１ 広域計画の概要 

１ 広域連合の設立経緯 

医療保険制度については、国民皆保険を堅持し、将来にわたり持続可能なもの

としていくため、「医療制度改革大綱」（平成１７年１２月１日政府・与党医療改

革協議会決定）に沿って、新たな高齢者医療制度の創設等の所要の措置が講じら

れることとなり、平成１８年６月に健康保険法等の一部を改正する法律が公布さ

れ、平成２０年４月から高齢者の医療の確保に関する法律（以下「高齢者医療確

保法」という。）に基づき、後期高齢者医療制度が施行されることとなった。 

高齢者医療確保法においては、後期高齢者医療の事務を処理するため、都道府

県の区域ごとに当該区域内のすべての市町村が加入する広域連合を、平成１８年

度中に設けることとされた。 

京都府においても、府内のすべての市町村（以下「関係市町村」という。）が参

加する広域連合設立準備委員会が平成１８年７月２６日に設置され、関係市町村

の協議を経て、平成１９年２月１日に知事の設置許可を受け、京都府後期高齢者

医療広域連合（以下「広域連合」という。）が設立された。 

２ 広域計画の趣旨 

京都府後期高齢者医療広域連合広域計画（以下「広域計画」という。）は、後期

高齢者医療に関する事務を総合的かつ計画的に行うため、地方自治法第２９１条

の７の規定に基づき、広域連合及び関係市町村がそれぞれ役割分担を行い、連絡

調整を図りながら処理する事項について作成するものである。 

３ 広域計画の項目 

広域計画は、京都府後期高齢者医療広域連合規約第５条（広域連合の作成する

広域計画の項目）の規定に基づき、次の項目について記載する。 

⑴ 後期高齢者医療制度の運営に関連して広域連合及び関係市町村が行う事務に

関すること。 

⑵ 広域計画の期間及び改定に関すること。 
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第２ 後期高齢者医療制度の実施に関連して広域連合及び関係市町村が行う事務に

関すること 

広域連合及び関係市町村は、後期高齢者医療制度の実施に関連して、次の事務

を行う。 

１ 平成１９年度における事務 

平成２０年度からの後期高齢者医療制度の円滑な実施に向けて、広域連合及び

関係市町村は連携して、電算処理システムの構築、保険料率の設定その他、平成

２０年度以降における事務を行うために必要な準備作業を行う。 

２ 平成２０年度以降における事務 

⑴ 被保険者資格管理に関すること 

ア 広域連合が行う事務 

     被保険者資格の取得、喪失の確認、被保険者証の交付、６５歳以上７５歳

未満で一定の障害がある方の被保険者資格の認定等の事務 

   イ 関係市町村が行う事務 

広域連合に対する申請及び届出の受付、被保険者証の引き渡しその他被保

険者の便益の増進に寄与する事務で厚生労働省令で定める事務 

⑵ 医療給付に関すること 

ア 広域連合が行う事務 

     療養の給付、高額療養費、葬祭費等の支給、レセプトの点検及び保管、給

付実績の管理等の事務 

イ 関係市町村が行う事務 

     高額療養費、葬祭費等の支給申請の受付その他被保険者の便益の増進に寄

与する事務で厚生労働省令で定める事務 

⑶ 保険料の賦課及び徴収に関すること 

ア 広域連合が行う事務 

     保険料率の決定、保険料の賦課等の事務 

   イ 関係市町村が行う事務 

 保険料の徴収、保険料の滞納処分、広域連合への保険料の納付等及び保険

料に関する申請等被保険者の便益に寄与する事務で厚生労働省令で定める事

務 

⑷ 保健事業に関すること 
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広域連合は、被保険者の健康の保持増進のために必要な事業（保健事業）を、

関係市町村と協力して実施するよう努める。 

第３ 広域計画の期間及び改定に関すること 

広域計画の期間は、平成１９年度から平成２３年度までの５年間とし、５年ご

とに必要な改定を行うものとする。ただし、広域連合長が必要と認めたときは、

随時改定を行うものとする。 
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Ｈ１８．６

Ｈ１８．７ ○7/10医療制度改革関連法に関する都道府県説明会

　　　（於　厚生労働省）

Ｈ１８．９ ○準備委員会設置

○準備委員会事務局長会議（於　厚生労働省）

Ｈ１８．１０

Ｈ１８．１１

Ｈ１８．１２ ○市町村議会の議決（規約の議決、Ｈ１８年度分賦金）

Ｈ１９．１

○市町村から都道府県知事に対して申請 ○市町村から京都府知事に対して設置許可申請

○都道府県知事の設置許可

Ｈ１９．２

○広域連合長選挙 ○広域連合長選挙

Ｈ１９．３

○市町村議会の議決 （１１月～１２月議会）

○10/24  準備委員会開催
（規約（案）、H18準備委員会予算案の提示）

厚生労働省の示すスケジュール 京都府におけるスケジュール（案）

広域連合の設立準備からの経緯及び当面のスケジュール

○6/14医療制度改革関連法成立（6/21公布）

○7/26準備委員会設立

○9/1 準備委員会事務局設置

（○3/12合併により木津川市設置）

 ○広域連合議会

○市町村議会（広域連合議会議員選挙（間接選挙の
　 場合）、Ｈ１９年度分賦金）

○2/1(案）京都府知事の広域連合設置許可

・組織 人事 給与 財務等広域連合に係る

○1/13  準備委員会開催

○広域連合条例、H19年度広域連合予算等専決処分

Ｈ１９．３末

Ｈ１９．４

Ｈ１９．５～６

○７月11日広域連合議会

Ｈ１９．９  ○保険料設定の事前準備

　　・市町村住基情報の整理 ○後期高齢者医療協議会設置

　　・被保険者台帳の作成

　　・所得情報の整理

　　・医療費の見込み

　　・関係市町村との保険料設定に関する調整  

Ｈ１９．１０ ○１０月、11月から各市町村で広報開始

Ｈ１９．１１上旬 ○広域連合議会（保険料条例制定） ○11月上旬広域連合議会（保険料条例制定）

　　・保険料賦課決定 ○保険料賦課額決定

Ｈ２０．１ ○社会保険庁へ特別徴収のための情報提供

Ｈ２０．２ ○広域連合定例議会

（○3/12合併により木津川市設置）
　　 広域連合条例（２０本程度）の制定
　　・組織、人事、給与、財務等広域連合に係る

○統一地方選挙

○社会保険庁へ特別徴収のための情報提供

　　　　　調製、執行
　　（注）必要に応じ、広域連合長による暫定予算の

　　・１８年度、１９年度予算　　・広域計画

○　広域連合設立期限（法定期限）

○市町村議会の議決（２月～３月議

○市町村議会における広域連合議会議員選挙

○市町村議会における広域連合議会議員選挙

（３月又は６月議会で選挙。ただし、統一地方選

のある市町村は統一地方選後に選挙）

Ｈ２０．２ ○広域連合定例議会

Ｈ２０．３ ○被保険者証交付
Ｈ２０．４ ○施行 ○制度施行
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